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教育シンポジウム北海道 

地方から日本の教育を考える～北の大地で大志を抱く～ 

 

十
一
月
十
五
日
（
日
）
北
海
道
釧
路
市
に
て
、
日
本
教
育

文
化
研
究
所
主
催
の
教
育
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
北
海
道
が
開
催
さ

れ
ま
し
た
。  

 

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
は
昨
年
に
引
き
続
き
，
日
本
教
育
文

化
研
究
所 

教
育
問
題
審
議
委
員
の
明
石
要
一
氏
、
パ
ネ
リ

ス
ト
に
は
、
Ｊ
Ａ
浜
中
組
合
長
の
石
橋
榮
紀
氏
、
文
部
科
学

省
初
等
中
等
教
育
局
教
育
制
度
改
革
室
長
補
佐
の
武
藤
久
慶 

氏
、
く
し
ろ
子
ど
も
未
来
塾
代
表
の
吉
田
敦
子
氏
を
お
迎
え

し
ま
し
た
。 

 

石
橋
氏
か
ら
は
「
ダ
メ
も
と
で
や
っ
て
み
よ
う
」
、
武
藤

氏
か
ら
は
「
全
国
各
地
の
学
校
に
す
ば
ら
し
い
実
践
が
た
く

さ
ん
あ
る
」
、
吉
田
氏
か
ら
は
「
子
ど
も
の
夢
の
後
押
し

を
」
と
提
言
が
あ
り
、
そ
れ
ぞ
れ
の
立
場
か
ら
説
得
力
の
あ

る
興
味
深
い
体
験
や
思
い
が
語
ら
れ
、
議
論
が
深
め
ら
れ
ま

し
た
。
参
加
者
に
と
っ
て
、
子
ど
も
た
ち
に
夢
や
誇
り
を
も

た
せ
る
こ
と
の
大
切
さ
を
再
認
識
さ
せ
ら
れ
た
機
会
と
な
り

ま
し
た
。 

  

 

な
お
、
来
年
の
教
育
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
は
、
十
一
月
二
十
七

日
（
日
）
に
大
分
県
で
開
催
さ
れ
る
予
定
で
す
。 

事
務
局
長 

曽
田
史
郎  

「島根人格教育フェスティバル２０１５」開催される 

 

十
一
月
二
十
二
日
（
日
）
松
江
市
の
く
に
び
き
メ
ッ
セ
で
、
「
島
根
人
格
教

育
フ
ェ
ス
テ
ィ
バ
ル
２
０
１
５
」
が
議
員
や
教
育
関
係
者
約
一
二
○
名
参
加
し

て
開
催
さ
れ
ま
し
た
。 

 

主
催
の
島
根
人
格
教
育
協
議
会
は
、
人
が
人
を
思
い
や
る
温
か
な
絆
・
関
係

性
を
構
築
し
て
い
け
る
人
格
の
形
成
を
目
指
し
、
二
○
○
九
年
に
発
足
し
た
会

で
あ
り
ま
す
。
島
根
県
教
職
員
協
議
会
は
今
回
の
フ
ェ
ス
テ
ィ
バ
ル
に
際
し
て

後
援
を
す
る
と
と
も
に
、
会
長
が
来
賓
と
し
て
出
席
を
い
た
し
ま
し
た
。 

 

今
年
度
の
フ
ェ
ス
テ
ィ
バ
ル
で
は
、
は
じ
め
に
前
島
根
大
学
学
長
の
小
林
祥

泰
氏
の
「
グ
ロ
ー
カ
ル
（
※
）
な
島
根
の
人
材
育
成
」
と
題
し
て
基
調
講
演
が

あ
り
ま
し
た
。
「
出
雲
神
話
を
活
用
し
た
魅
力
あ
る
ス
ト
ー
リ
ー
を
つ
く
る
べ

き
で
あ
り
、
海
外
に
出
て
日
本
の
良
さ
が
わ
か
り
、
地
域
を
発
掘
す
る
力
を

持
っ
た
グ
ロ
ー
カ
ル
人
材
を
育
成
す
る
こ
と
が
ポ
イ
ン
ト
で
あ
る
」
と
訴
え
ら

れ
ま
し
た
。 

 

続
い
て
行
わ
れ
た
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
は
「
国
際
化
時
代
に
お
け
る
地
方
の
人
材

育
成
～
こ
れ
か
ら
の
島
根
の
教
育
を
考
え
る
～
」
と
題
し
て
、
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー

タ
ー
を
元
島
根
大
学
学
長
の
北
川
泉
氏
、
パ
ネ
リ
ス
ト
と
し
て
は
前
島
根
大
学

学
長
の
小
林
祥
泰
氏
・
島
根
県
議
会
議
員
の
高
見
康
裕
氏
・
フ
リ
ー
ス
ク
ー
ル

ス
タ
ッ
フ
の
伊
藤
美
登
里
氏
が
務
め
ら
れ
ま
し
た
。 

 

パ
ネ
リ
ス
ト
か
ら
は
、
「
子
ど
も
が
育
っ
て
い
く
の
は
家
庭
が
基
本
で
あ
る

と
感
じ
て
い
る
」
「
失
わ
れ
つ
つ
あ
る
絆
を
回
復
さ
せ
る
仕
組
み
づ
く
り
が
必

要
で
あ
り
、
鳥
取
県
に
は
森
の
幼
稚
園
が
あ
り
、
自
然
の
中
で
子
ど
も
た
ち
を

育
て
て
い
る
」
「
安
全
な
ど
の
問
題
で
自
由
に
交
流
す
る
機
会
が
減
っ
て
お

り
、
ボ
ー
イ
ス
カ
ウ
ト
な
ど
で
体
験
を
さ
せ
る
こ
と
が
大
切
で
あ
る
」
「
や
る

気
を
持
っ
て
人
に
会
う
こ
と
が
大
切
で
あ
る
」
「
や
る
気
を
失
っ
た
子
ど
も
た

ち
か
ら
は
『
面
倒
く
さ
い
』
と
い
う
言
葉
を
毎
日
聞
か
さ
れ
て
お
り
、
や
る
気

は
家
庭
で
養
う
も
の
で
は
な
い
か
」
「
秋
田
県
は
三
世
代
同
居
率
が
高
い
と
い

う
共
通
点
が
あ
る
が
、
家
庭
に
介
入
し
て
い
る
こ
と
が
島
根
県
と
は
違
う
よ
う

に
思
う
」
と
の
意
見
が
出
さ
れ
た
。
ま
た
参
加
の
県
教
委
山
﨑
教
育
指
導
課
長

か
ら
「
ふ
る
さ
と
教
育
で
地
域
の
方
々
か
ら
学
ん
で
い
る
が
、
こ
れ
か
ら
は
学

ん
だ
こ
と
を
活
か
し
、
地
域
の
一
員
と
し
て
貢
献
で
き
る
よ
う
に
進
め
て
い
き

た
い
」
と
の
発
言
が
あ
り
、
最
後
に
小
林
氏
が
『
ふ
る
さ
と
を
愛
せ
な
い
者
が

国
を
愛
す
る
こ
と
は
出
来
ず
、
ふ
る
さ
と
の
歴
史
や
文
化
を
学
び
、
知
る
だ
け

で
な
く
体
験
す
る
こ
と
が
大
切
で
あ
る
」
と
締
め
く
く
ら
れ
た
。 

 

会
場
の
参
加
者
か
ら
も
活
発
な
発
言
が
あ
り
、
と
て
も
有
意
義
な
会
で
あ
り

ま
し
た
。
な
お
発
言
記
録
は
フ
ェ
ス
テ
ィ
バ
ル
の
報
告
を
参
考
に
さ
せ
て
い
た

だ
き
ま
し
た
。 

 

※
グ
ロ
ー
カ
ル
と
は
・
・
・
大
辞
林
に
よ
る
と
、
グ
ロ
ー
バ
ル
と
ロ
ー
カ
ル
か
ら
の
造
語

で
あ
り
、
国
境
を
越
え
た
地
球
規
模
の
視
野
と
、
草
の
根
の
地
域
の
視
点
で
、
さ
ま
ざ
ま
な

問
題
を
捉
え
て
い
こ
う
と
す
る
考
え
方
、
と
記
さ
れ
て
い
る
。 



 教職員定数を取り巻く 

    財務省・文部科学省・全日本教職員連盟の意見 

平成27年5月11日開催 財務省「財政制度分科会」財務省主計局作成「文教・科学技術について」より 

・平成16年度以降、少子化の進展により標準学級数が1.0%減少する中、加配定数は20.7%増加したため、標

準学級当たりの加配定数は、21.9%増加。 
 ※標準学級数とは、義務標準法に規定されている学級編制の標準に基づき学級編制した場合の学級数。標準学級数を 

 基に基礎定数が算出される。加配定数等を活用して少人数学級化が進められているため、実際の学級数は標準学級数 

 より多い。 

・学級数の減少等により基礎定数減（以下、自然減という）のみを当然減とみなす考え方に立つ場合（現在

の予算要求の考え方）、仮に加配定数を現状維持（新規増員ゼロ）としても、１標準学級当たり加配定数は

増加し続ける。 

・今後の少子化見通しを踏まえて機械的試算をすれば、平成36年度までに37，700人の自然減を反映したうえ

で、4，214人の加配定数を合理化したとしても、標準学級当たりの加配教員数は維持される。 

・標準学級当たり加配教員数を維持できる程度の加配定数合理化は、「当然減」とみなし、「当然減」を踏

まえた中長期的な「定数合理化計画」を策定した上で，教員採用、外部人材の活用等を計画的に進めること

により、費用対効果の高い方法で教育環境の改善を図ることが考えられるのではないか。 

（「定数合理化計画」を土台に、財政事情等を踏まえた更なる合理化等を毎年度の予算編成で検討） 

平成27年度教員数 ６９３，５１７人 → 平成36年度教員数 ６５１，６０３人 ４１，９１４人減  

平成27年5月19日全日本教職員連盟委員長「財務省の『教職員削減』の方針に対する意見」より 

（抜粋） 

 国が進める教育改革は、変化を求めるのみではなく子供たちの現状と学校現場の実態がしっかりと検証さ

れた、まさしく足下の教育環境の整備充実を改革の最優先とすることこそが，実行ある真の教育再生への原

動力となると考えます。 

 教職員加配定数については、標準学級数当たりの加配教員数維持を削減の根拠にしても、加配教員配置の

「費用対効果」を正しく推し量ることはできません。学校現場における個別の教育課題は多岐に亘り、学

校、地域、時代、子供たちの状況によって異なる様相を呈しています。従って、加配定数合理化を「当然

減」とすることは，教職員だけでなく、多様な教育課題を抱える子供たちに負担と不安、忍耐の上乗せを強

いることになり、学習意欲の低下や心の荒廃につながる恐れがあります。 

 財務省は、「学校視察を行った際、優秀な教員がいれば学級の規模に関係なく教育は上手くいっており、

教師の人数ではなく資質の問題であると感じた」と全日本教職員連盟に回答しました。しかし、ここで述べ

られた財務省の学校視察とは、文部科学省が進める小学校を対象とした教育施策の指定校としてある程度恵

まれた環境にある学校であったようです。学校の現状把握が目的ではなく｢費用対効果」の検証として行った

ものであるため、現状認識としては極めて不十分であると言わざるを得ません。 

 財務省には、平成28年度予算編成に向けて、国家百年の計である教育に対し、「財源がないから縮減、後

退させる」のではなく「必要だから措置する」という姿勢で，国の最重要課題としての教育再生の道が開か

れるよう、我が国の未来を見据えた、子供たちにとって最善の決断を期待します。 

 文部科学省は、8月我が国が引き続き成長・発展を持続するためには、教育の再生のための取組を協力に推

し進めることが必要だとして、教員の「質」と「数」に一体的強化や新しい時代にふさわしい教育制度の柔

軟化の推進、幼児教育無償化へ向けた段階的取組等をはじめとする「教育再生」を実現するための施策に重

点化を図った平成28年度文部科学関係概算要求を行いました。 

 一方財務省は、平成28年度予算編成に向け、財政制度等審議会において公立小中学校の教職員数を平成36

年度までの10年間で大幅に削減する方針を示しています。 

 全日教連は、今後とも義務標準法の改正を伴った計画的・安定的な教職員定数改善を強く訴えるととも

に、「チーム学校」が有効に機能するために平成28年度文部科学省の概算要求の各項目について検討し、学

校現場の実態に即した予算編成となるよう関係機関に対し要望や提言が行われます。 

 

 今回、財務省の財政制度等審議会での議論の内容や、教職員定数に対する文部科学省中央教育審議会の提

言・全日教連の意見をまとめてみました。平成28年度予算の決定までには、財務省と文部科学省において

様々な折衝が行われる見込みですので、注視が必要です。 



 

平成27年11月26日全日本教職員連盟委員長「教職員定数に関する財政審の方針に反対する意見」より（抜粋 

 財務省は教育への財政投資についてのエビデンスを求めていますが、教育は数値で表せるものばかりでは

ありません。何を持って成果とするかも含め、子供の実態や環境等は様々であり、その要因は複雑に絡み

合って結果は変化します。そもそも教育は、すぐに結果が出るものばかりではありません。厳しい財政状況

であり、予算を有効に活用することは大切ですが、単なる数字合わせではなく、教育の果たす役割の重大さ

を十分認識し、我が国の未来を担う人材に対して先行投資するという視点で取り組む必要があると考えま

す。 

 財政審が示した教職員定数削減は、我が国の未来を担う子供たちに負担を強いるもので、安倍政権の掲げ

る教育再生に逆行したものであり、学校現場の実態を知らない暴論だと考えます。「国づくりは人づくり」

です。その人づくりを担う公教育を支えているのは、我々教職員であり、その教職員が今後も誇りを持ち安

んじて職務に専念できるように、財務省に対して教職員定数削減の見直しを強く求めます。 

 そして、全日教連は、「美しい日本人の心の育成」を理念とし、我が国全体の教育正常化を目指す良識あ

る真っ当な教職員団体として、我が国の未来を担う子供たちと、熱意を持って学校現場で頑張る教職員が報

われる教育環境の実現のために、今後も継続的、安定的な教職員配置を実現するための法改正を伴う基礎定

数の改善とともに、個別の教育課題への加配教員の充実を要望します。 

平成27年10月28日 文部科学省「中央教育審議会」教職員定数に係る緊急提言 （抜粋） 

 公立学校の教職員定数について、財政制度等審議会において、児童生徒数の減少に合わせて加配定数も含

め教職員定数を機械的に削減すべきとの考え方が示されている。 

 厳しい財政状況を踏まえ、限りある財源を有効に使うことは必要であるが、教職員定数の機械的な削減と

いう主張は、今後の日本社会の発展のために、子供の実態や学校現場・地方の実情に応じて教育が果たさな

ければならない役割についての認識が全く窺えないばかりか、各学校の厳しい実態を無視した、あまりにも

非現実的なものであり、結果として「一億総活躍社会」や「地方創生」を支える人材育成を不可能とするも

のである。 

 このため、本審議会は、この緊急提言を行うものである。 

「教職員定数の機械的な削減ではなく、多様な教育課題や地域のニーズに応じた確固たる教育活動

を行うために必要な教職員数を戦略的に充実・確保すべきである。」 

平成27年10月26日開催 財務省「財政制度分科会」 財務省資料より 

 日本の教職員定数 

・教職員定数は、学校数や学級数に応じて配置する法定に「基礎定数」（校長や教頭、養護教諭など含む）

と、教育上の特別の配慮などの目的で予算措置で配置する「加配定数」とで成り立っている。 

 教職員定数のベースライン（案）  
・少子化の進展により、平成36年度までに子供の数は▲94万人、クラス数は▲2.1万クラス減少する見込み。それ

に応じて基礎定数を義務標準法に従って算定し、また、加配定数の割合を維持することで現在の教育環境を継続

させるものとしても、教職員定数は約３万７０００人の減となる。 

 平成２７年度 ６９３，５１７人   →  平成３６年度 ６５６，４８９人    ３７，０２８人減 

  （基礎定数630，309人＋加配定数63，208人）  （基礎定数597，052人＋加配定数59，437人） 

 文部科学省の教職員定数改善計画 

・文部科学省の「教職員定数改善計画」は、教育の質の向上等の観点から基礎・加配定数の割合を合計で10

クラスに1人増加させるもの。具体的には、基礎定数はアクティブ・ラーニングの実施等により自然減よりも

減少幅を小さくし約1万6000人の減、加配定数はいじめ問題への対応などを理由に約1万人の増とする計画に

なっている。 

 まとめ 

・厳しい財政事情を抱える我が国において、真に効果的・効率的な「未来への投資」を行うためには、教職

員定数についても、少子化を踏まえつつ、確かなエビデンスに基づく議論を積み重ねていく必要がある。 

・教職員定数について、毎年「現在の教育環境を維持した場合の10年間の基礎・加配定数」を、『少子化を

反映した教職員定数のベースライン』として示すこととしてはどうか。 

・毎年の予算編成において、ベースライン定数以上に教職員定数の配置が必要な場合には、いじめ・不登校

問題への対応、学力向上やアクティブラーニングなどの効果について、確かなエビデンスに基づく要求を行

うこととしてはどうか。 

・その上で、学校を取り巻く多様な問題に対しては、引き続き「チーム学校」や「学校を核とした地域づく

り」などの取組を強力に進め、多様な専門家や地域住民が参画する学びの場を構築するとともに、教員が授

業に専念できる環境を整え、効率的で効果的な教育を実現していくこととする。 



平成27年島根県教職員の給与改定 

 島根県教育委員会から、教職員の給与改定について下記内容の提示がありました。 

 

 平成27年島根県人事委員会勧告を尊重し、本年度給与改定及び平成28年4月からの改定（給与制度の総合

的見直しの段階的実施）を行う。 

１，本年の給与改定 

 （１）月例給 

     月例給を平均０．２７％引上げ（人事委員会が勧告した給料表とする） 

 （２）期末・勤勉手当 

   ① 支給月数を０．１０月分引上げ（現行３．８０月→３．９０月） 

   ② 引上げ分は、勤務成績を反映する勤勉手当に反映（現行１．４０月→１．５０月） 

   ※ 平成28年度以降においては、6月期及び12月期の勤勉手当をそれぞれ0.05月分ずつ引上げ 

 （３）実施時期 

     月例給の改定は平成27年４月１日、勤勉手当の改定は平成27年12月１日 

２．平成28年４月からの改定（給与制度の総合的見直しの段階的実施） 

 （１）単身赴任手当の支給額の改定 

     基礎額、交通距離に応じた加算額の限度について、国の改定に準じて引上げ 

     （基礎額：現行26，000円→30，000円、加算額の限度：現行58，000円→70，000円） 

 （２）実施時期 

     単身赴任手当の支給額の改定は平成28年４月１日 

 

（島教協事務局記載） 

 平成26年の給与改定により平成27年4月1日改定された給料月額が、平成27年3月31日までに受けていた給

料月額に達しないこととなる方には、平成30年3月31日までの間、その差額に相当する額が給料として支給

（現給保障）されることになっているので、本年の給与改定の月例給改定額に該当しない方もあります。 

 平成27年12月9日、島根県議会は本会議を開き、県人事委員会の勧告に基づき、期末・勤勉手当を0.1ヶ月

分増額し、4月にさかのぼって月例給を平均0.27%引き上げる条例案を可決しました。 

 

     島教協相互援助規定のご紹介 
 

 ① 結婚祝金の給付    ５，０００円 

 ② 出産祝金の給付    ５，０００円 

 ③ 永年勤続祝金の給付  ５，０００円 

 ④ 病気見舞金の給付   ５，０００円 

    (傷病約１ヶ月の療養) 

 ⑤ 災害見舞金の給付 

    （住宅又は家財の損害を受けたとき程度に応じて） 

 ⑥ 死亡弔慰金 

     （会員・会員配偶者死亡） 
 

上記の規定に該当するときは、 

  ご本人または学校代表は、事務局まで連絡をお願いします。 

 

   島教協事務局電話 ０８５３ー２２－７７６２ 

島教協会員証特典のご紹介 
 
「T・ジョイ出雲」（ゆめタウン出雲 東館3階）劇場

売店にて島教協会員証を提示すると、 

 売店人気ナンバー１の 

  ポップコーンセット（通常７５０円）を 

  ワンコイン（500円）で購入できます！！ 

 

ぜひ、劇場売店へお立ち寄りください。 

同伴者も同様の対応ができます。 

 

たとえば 

 ペアセット（ポップコーンＬ＋ドリンクＲ×２）通常

1200円のところ、ポップコーンセット（ポップコーンＲ＋

ドリンクＲ）2人分で特典価格１，０００円で購入できます。 

人事異動の申し入れを実施します 

 平成27年12月中旬より、平成28年度の人事異動が適正に行われるよう、会長名で文書を作成し、島教協で

まとめた会員の人事異動調査書とともに関係諸機関（島根県教育委員会・各教育事務所・各市町村教育委員

会）に提出し、異動希望者については、一人一人申し入れを行います。 

 私たちの団体は公的に認められた職員団体ですので、この申し入れは公的なものとなります。 


